
 

第１９回愛知県トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会 

 

日 時：令和６年７月２２日（月）１４時００分～１６時００分 

場 所：名古屋合同庁舎第 1 号館 中部運輸局１１階運輸大会議室 

 

次  第 

 

開会挨拶（愛知労働局労働基準部長） 

 

議  事 

１．取組報告について（資料１－１～１－３） 

２．物流革新に向けた政策パッケージの最近の動き（資料２） 

３．令和６年度の活動（案）について（資料３） 

４．その他 

 
閉会挨拶（中部運輸局自動車交通部長） 

 

 

資 料 １－１ 取組報告について 
資 料 １－２ 愛知労働局の取組について 
資 料 １－３ 令和５年度就職面談会のアンケート結果について 
資 料 ２   物流革新に向けた政策パッケージの最近の動き 
資 料 ３     令和６年度の活動（案）について 
参考資料１  愛知県トラック協会による就職面談会 
参考資料２  NAGOYA DX・生産性向上アワード２０２４ 
 



 

愛知県トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会委員名簿 

（順不同・敬称略） 

 

 杉浦 礼子   名古屋学院大学経営学部データ経営学科 教授 

 白木 隆光  愛知県商工会議所連合会（名古屋商工会議所）企画部長 

 伊勢木 俊勲 （一社）中部経済連合会 産業基盤強化推進部長 

須山 泰木  （公社）日本ロジスティクスシステム協会 事務局長 

 石崎 雅士  トヨタ自動車(株) 物流管理部 担当部長 

 福山  衛  愛知県冷蔵倉庫協会 会長 福山冷蔵(株)代表取締役社長  

 大井 敦生  全日本運輸産業労働組合愛知県連合会 副執行委員長 

 谷藤 賢治  全日本建設交運一般労働組合愛知県本部 書記長 

 鷹見 正彦  （一社）愛知県トラック協会 副会長 中京陸運(株) 代表取締役会長 

 高山 智司  高山運輸(株) 代表取締役 

 細江 良枝  桜運輸（株） 代表取締役 

 成瀨 嗣郎  富士サービス（株） 代表取締役 

 柳原 和男  中部経済産業局 産業部長 

 小林 洋子  愛知労働局長 

 中村 広樹  中部運輸局長 

古橋 靖弘  愛知運輸支局長 

 

 



（敬称略）

組　　織　　名 役　職 委員名
代理出席者
役職

出席者名

名古屋学院大学 経営学部　教授 杉浦　礼子

愛知県商工会議所連合会 企画部長 白木　隆光
企画部　インフラ・
国際ユニット　次長

木本　和紀

（一社）中部経済連合会 産業基盤強化推進部長 伊勢木　俊勲

（公社）日本ロジスティクス
システム協会

須山　泰木

トヨタ自動車（株） 物流管理部　担当部長 石崎　雅士

愛知県冷蔵倉庫協会 会長 福山　衛

全日本運輸産業労働組合
愛知県連合会

大井　敦生

全日本建設交運一般労働
組合愛知県本部

書記長 谷藤　賢治

（一社）愛知県トラック協会 副会長 鷹見　正彦

高山運輸（株） 代表取締役 高山　智司

桜運輸（株） 代表取締役 細江　良枝

富士サービス（株） 代表取締役 成瀨　嗣郎

中部経済産業局 産業部長 柳原　和男
産業部流通・サービ
ス産業課長

藤井　隆史

愛知労働局 局長 小林　洋子 労働基準部長 高橋　嘉寿満

中部運輸局 局長 中村　広樹 自動車交通部長 野田　敏幸

愛知運輸支局 支局長 古橋　靖弘

東海農政局 経営・事業支援部食品企業課長 五十嵐　晃

第１９回愛知県トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会
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標準的運賃及び標準運送約款の告示改正に係る周知説明会の開催

○ 実運送事業者に正当な対価が支払われるよう、令和6年3月22日に「標準的運賃」等の見直し、
「標準貨物自動車運送約款」の一部改正がされたことから実運送事業者へ周知説明会を実施

○ また、公正取引委員会中部事務局を招いて「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する
指針等について」を説明

２．説明会概要
実施日時 令和６年５月27日（月）14：00～15：30

実施形式 対面、WEB併用
（会場：中部トラック総合研修センター）

参加者数 189名（対面54名、WEB135名）

説明内容
・標準的な運賃、標準貨物自動車運送約款の一部改正等について
・労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針等について

１．趣旨
令和６年３月２２日に告示された「標準的運賃」等の見直しによる運賃届出は、手続き簡素化の観点から

令和２年４月24日告示の旧標準的な運賃の届出を行っている事業者はみなし規定により届出なく適用され、
新運賃が適用できる認識がないままになることや、「標準貨物自動車運送約款」も認可手続きなくみなし規
定により適用されるため、その内容について実運送事業者へ周知するために説明会を実施

資料１－１

１



トラックＧメンによる情報収集活動

トラックＧメン業務における情報収集の一環として、トラック事業者が集まる会議等に出向
き聞き取り調査（プッシュ型情報収集）を実施。

具体的な取り組み

取組①

実施日時：令和6年5月15日（水）13：30～14：00

対 象 者：日本ローカルネットワークシステム協同組合連合会

東海・北陸地域 幹事（ＪＬ連合会）

実施概要：ＪＬ連合会の地域本部に開催された幹事会の開催日にトラック

Ｇメンの活動について周知、及び幹事会社各社と意見交換会を実施

取組③

実施日時：令和6年6月13日（木）15：30～17：00

対 象 者：愛知県トラック協会女性部会 会員

実施概要：愛知県トラック協会女性部会総会の開催日にトラックＧメンの活動

について周知、及びトラックＧメン相談ブースを設置し情報収集

取組②

実施日時：令和6年5月27日（月）15：30～16：00

対 象 者：実運送事業者

実施概要：標準的運賃・約款の改正説明会後にトラックＧメン相談ブースを

設置し情報収集

２



令和6年７月２２日(月)

第１９回愛知県トラック輸送における
取引環境・労働時間改善地方協議会

愛知労働局労働基準部 監督課

資料１－２



令和６年４月施行の改正改善基準告示について、時間外・休日労働の上限規制と併せて、あらゆる機会を活用して
周知を図り、労使の自主的な取組を促進する。

1. 労働時間相談・支援班による説明会の開催

各労働基準監督署に配置された労働時間相談・支援班による説明会を開催し、トラック事業者に対する周知を行う。

名古屋地域 尾張地域 西三河地域 東三河地域

50 43 31 ９

【説明会実績（令和５年度）】

3. リーフレット、学習用テキスト、ポータルサイトの作成・運営

事業者や荷主等の発注担当者、一般の方向けに、改善基準告示や上限規制の内容、
トラック運転者の長時間労働の改善に向けた取組などをわかりやすく伝えるための
関連資料を作成。 ➡別添１、２、３参照

4. 中部運輸局との相互通報制度の運用

改善基準告示の遵守に向けて、各労働基準監督署による監督の結果、改善基準告示や関係法令に関する重大な違反の疑
いがある事業場については、中部運輸局に対して通報を行う。

令和４年 令和５年 令和６年（１～６月）

行った件数 20 25

受けた件数 35 41

【通報件数】

※令和６年は速報値

リーフレット等
掲載ページ

↓

2. 労働時間管理適正化指導員による支援

労働局及び各労働基準監督署に配置された労働時間管理適正化指導員が、管内の事業
場を巡回し、法令や改善基準告示の周知、労働時間の削減に向けた助言等を行う。



発着荷主等に対する取組①

改善基準告示の改正に伴い、令和４年12月、都道府県労働局に「荷主特別対策チーム」を編成し、長時間の恒常的

な荷待ちを発生させないこと等について、発着荷主等に対して要請する取組を開始。

1.荷主対策特別チームの設置
都道府県労働局に新たに任命する荷主特別対策担当官を中心に、都道府県労働局・労働基準監督署のメンバーにより「荷主

対策特別チーム」を編成。

２.発着荷主等に対する要請
労働基準監督署が、発着荷主等に対し、①長時間の恒常的な荷待ちの改善に努めること、②運送業務の発注担当者に改善基準

告示を周知し、トラック事業者がこれを遵守できるよう協力することなどを要請。

３.長時間の荷待ちなどの改善等に向けた支援
労働時間管理適正化指導員等が、発着荷主等が荷待ち時間の削減等に積極的に取り組めるよう、好事例の紹介等のアドバイス

を行う。

４.長時間の荷待ちに関する情報の収集
厚生労働省ホームページの「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」に寄せられた、発着荷主等が長時間の荷待ちを発生さ

せていると疑われる事案などの情報を基に労働基準監督署が発着荷主等に要請を実施するとともに、必要に応じて、国土交通

省に対し情報提供を行う。

【発着荷主等による長時間の荷待ちに対する取組（愛知労働局）】

令和５年４月～令和６年３月

「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」に寄せられた情報の件数 54
発着荷主等に対する要請を実施した事業場数 591

【支援の成果】
荷主と運送事業者で、効率化のため配送コースの見直しの検討を行った。
荷主と運送事業者でドライバーの労働時間の実績を共有している。



発着荷主等に対する取組②

令和６年３月25日、愛知労働局長、中部運輸局長、中部経済産業局長、東海農政局長の四者で、（社）中

部経済連合会 会長に対し、長時間の恒常的な荷待ち・荷役時間の削減等に関する合同要請を実施。

４局長による合同要請を実施

【主な要請項目】
事業者の努力だけでは見直すこ
とが困難である、長時間の恒常
的な荷待ち・荷役時間の削減、
商慣行の見直し
必要なコストを反映した適正な
運賃・料金の収受のための協議
への対応
「標準的な運賃」「標準運送約
款」に基づく正当な対価が支払
われるように取り組むこと
改正法に基づく物流統括管理者
の選任などに取り組むこと
共同輸配送やモーダルシフトの
導入

詳しくはこちら➡



自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

改善基準告示の解説や学習用テキスト・学習用動画（You Tube）、企業における実際の改善事
例の紹介、簡単な質問に答えるだけで長時間労働を招いている可能性のある問題点がわかる簡単
自己診断ツールなど、トラック事業者だけでなく、荷主や国民の方向けのコンテンツも含め、運
転者の長時間労働の改善に向けた様々なツールや情報が掲載されています。

学習用テキストには、理解度を確認できる確認問題

が付いています。

また、解説動画もあります。

簡単自己診断ツールには、荷主用もあります。

トラック 長時間労働改善



特設サイト「はたらきかたススメ」

はたらきかたススメ

令和６年４月から時間外労

働の上限規制の適用が開始さ

れた「建設業」「トラック・

バス・タクシードライバー」

「医師」について、業界別の

取組や、上限規制について国

民の方に理解を深めていただ

けるようなコンテンツを掲載

しています。

➡別添４参照



その他の取組

1 関係行政機関の担当部長をメンバーとした「物流革新に向けた政策パッケージ」中部
ブロック推進会議を設置し、情報共有・意見交換等を実施。

2 愛知県トラック協会の支部ごとの管轄監督署・ハローワークの連絡先を記載した「連
絡体制名簿」を作成。

3 働き方改革推進支援センターと連携し、働き方改革推進支援助成金や業務改善助成金
などの支援メニューを周知。



▍Ｑ２

Ｑ１で｢面接をした｣とお答えになった事業者様は、面接の結果
採用に至りましたか

▍詳細

・８事業者にて、計１２名以上を採用。
・来場者２２５名に対し、約６％の求職者が採用に至った。
・３８事業者の内、約２１％の事業者が人材確保に至った。

▍Ｑ１

就職面談会の来場者に対し、後日採用面接を行いましたか

▍詳細

・１８事業者にて、計３１名以上の面接を実施。
・来場者２２５名対し、約１４％の求職者が面接に至った。
・３８事業者の内、約４７％の事業者が面接を実施した。

令和５年度 就職面談会 出展企業アンケート結果について

第１回（令和５年７月１５日 開催分） 出展企業３８社中、２９社の集計結果

▍その他

・不採用となった求職者を関連会社へ斡旋し、採用に至った。 ・次回も開催するなら早い段階で参加希望をしたい。
・名古屋近郊からの来場者が過半数だった為、東三河での同時開催も検討して頂きたい。

資料１－3
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▍Ｑ１

就職面談会の来場者に対し、後日採用面接を行いましたか

▍詳細

・２６事業者にて、計５６名以上の面接を実施。
・来場者２２０名対し、約２５％の求職者が面接に至った。
・３９事業者の内、約６６％の事業者が面接を実施した。

▍Ｑ２

Ｑ１で｢面接をした｣とお答えになった事業者様は、面接の結果
採用に至りましたか

▍詳細

・１２事業者にて、計１４名を採用。
・来場者２２０名に対し、約６％の求職者が採用に至った。
・３９事業者の内、約３０％の事業者が人材確保に至った。

令和５年度 就職面談会 出展企業アンケート結果について

第２回（令和６年３月３日 開催分） 出展企業３９社中、３５社の集計結果

▍その他

・面接予定者（３名）に対し会社見学・職場見学を実施した。
・採用面接は行わなかったが、面接した2名の他に、電話で2名の面接希望があった。採用枠が無くなっていたので、お断りした。

2



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和６年７月２２日
中部運輸局 愛知運輸支局

物流革新に向けた政策パッケージの
最近の動き

資料２



物流革新に向けた政策パッケージ等の策定

1
岸田総理と中小トラック事業者等との車座対話
（2023.9.28）

2023年 3月 「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置
6月 関係閣僚会議において「物流革新に向けた政策パッケージ」を策定
9月 岸田総理と中小トラック事業者等との「車座対話」を実施
10月 関係閣僚会議において「物流革新緊急パッケージ」を策定

（6月の政策パッケージのうち緊急に取り組むべき事項を具体化）
11月 政府において総合経済対策・補正予算案を決定

2024年 ２月 政府において物流法案の閣議決定、国会提出
関係閣僚会議において「2030年度に向けた政府の中長期計画」を策定
「物流革新・賃上げに関する意見交換会」を開催

５月 改正物流法 公布

我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議
（2023.3.31）

物流革新・賃上げに関する意見交換会
（2024.2.16）



① 荷主の経営者層の意識改革・行動変容を促す規制的措置等の導入(※)

② 荷主・物流事業者の物流改善を評価・公表する仕組みの創設
③ 消費者の意識改革・行動変容を促す取組み
④ 再配達削減に向けた取組み（再配達率「半減」に向けた対策含む）
⑤ 物流に係る広報の推進

① 即効性のある設備投資の促進（バース予約システム、フォークリフト導入、自動化・機械化等）
② 「物流GX」の推進

（鉄道・内航海運の輸送力増強等によるモーダルシフト、車両・船舶・ 物流施設・港湾等の脱炭素化等）
③ 「物流DX」の推進

（自動運転、ドローン物流、自動配送ロボット、港湾AIターミナル、サイバーポート、フィジカルインターネット等）
④ 「物流標準化」の推進（パレットやコンテナの規格統一化等）
⑤ 道路・港湾等の物流拠点（中継輸送含む）に係る機能強化・土地利用最適化や物流ネットワークの形成支援
⑥ 高速道路のトラック速度規制（80km/h）の引上げ
⑦ 労働生産性向上に向けた利用しやすい高速道路料金の実現
⑧ 特殊車両通行制度に関する見直し・利便性向上
⑨ ダブル連結トラックの導入促進
⑩ 貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し
⑪ 地域物流等における共同輸配送の促進(※)

⑫ 軽トラック事業の適正運営や輸送の安全確保に向けた荷主・元請事業者等を通じた取組強化(※)

⑬ 女性や若者等の多様な人材の活用・育成

① 荷主・物流事業者間における物流負荷の軽減（荷待ち、荷役時間の削減等）に向けた規制的措置等の導入(※)

② 納品期限（3分の1ルール、短いリードタイム）、物流コスト込み取引価格等の見直し
③ 物流産業における多重下請構造の是正に向けた規制的措置等の導入(※)

④ 荷主・元請の監視の強化、結果の公表、継続的なフォロー及びそのための体制強化（トラックGメン（仮称））
⑤ 物流の担い手の賃金水準向上等に向けた適正運賃収受・価格転嫁円滑化等の取組み(※) 

⑥ トラックの「標準的な運賃」制度の拡充・徹底 2030年度分についても、2023年内に中長期計画を策定

： 4.5ポイント
： 6.3ポイント
： 0.5ポイント
： 3.0ポイント

・ 通常国会での法制化も含めた規制的措置の具体化

「物流革新に向けた政策パッケージ」のポイント

１．具体的な施策

（１）商慣行の見直し

（２）物流の効率化

（3）荷主・消費者の行動変容

２．施策の効果（2024年度分）

・ 荷待ち・荷役の削減
・ 積載効率の向上
・ モーダルシフト
・ 再配達削減

3時間 → 2時間×達成率3割
38％ → 50％ ×達成率2割
3.5億トン → 3.6億トン
12％ → 6％

３．当面の進め方

合計： 14.3ポイント

2024年初

2023年末まで

・ トラック輸送に係る契約内容の見直しに向けた「標準運送約款」
「標準的な運賃」の改正等

・ 再配達率「半減」に向けた対策
・ 2024年度に向けた業界・分野別の自主行動計画の作成・公表
・ 2030年度に向けた政府の中長期計画の策定・公表

速やかに実施 ・ 2024年における規制的措置の具体化を前提とした
ガイドラインの作成・公表等

令和5年6月2日
我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議

2024年初に政策パッケージ全体のフォローアップ

（施策なし） （効果）（施策あり）

● 物流は国民生活や経済を支える社会インフラであるが、担い手不足、カーボンニュートラルへの対応など様々な課題。さらに、物流産業を魅力ある職場とするため、トラックドライバーの働き方改革に関する法律
が2024年4月から適用される一方、物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面。

● 何も対策を講じなければ、2024年度には14％、2030年度には34％の輸送力不足の可能性。
● 荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して我が国の物流を支えるための環境整備に向けて、（１）商慣行の見直し、（２）物流の効率化、（３）荷主・消費者の行動変容

について、抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として策定。
中長期的に継続して取り組むための枠組みを、次期通常国会での法制化(※)も含め確実に整備。
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2030年度に向けた政府の中長期計画（概要）

2023年6月に関係閣僚会議で決定された「物流革新に向けた政策パッケージ」に盛り込まれた施策に
ついて、2030年度までのロードマップを作成するもの。
2030年度に見込まれる34％の輸送力不足（施策なしケース）を補うことを目指す。
この中長期計画については、毎年度フォローアップを行い、次期（2026～2030年度）の「総合物流
施策大綱」を閣議決定するタイミングと合わせて見直し。

○施策による輸送力への効果

2024年度 2030年度
必要輸送力
施策なしケース
施策による効果
うち荷待ち・荷役削減

積載率向上
モーダルシフト
再配達削減
その他
（トラック輸送力拡大等）

100
▲14
＋14.5

+4.5
+6.3
+0.7
+3.0

100
▲34
+34.6

+7.5
+15.7

+6.4
+3.0
+2.0

○「標準的運賃」の引上げによる賃上げ効果（推計）

※次年度以降も効果拡大

初年度賃上げ効果（推計）
10%前後（約6～13%）

「標準的運賃」の８％
引上げを通じて波及する

運賃改定の効果

荷役作業の料金等を
適正に収受できるように

なる効果
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＜運賃水準の引上げ幅を提示＞
運賃表を改定し、平均約８％の運賃引上げ 【運賃】
算定根拠となる原価のうちの燃料費を120円に変更し、燃料サーチャージも120円を基準価格に設定 【運賃】

＜荷待ち・荷役等の対価について標準的な水準を提示＞
現行の待機時間料に加え、公共工事設計労務単価表を参考に、荷役作業ごとの「積込料・取卸料」を加算 【運賃】

荷待ち・荷役の時間が合計２時間を超えた場合は、割増率５割を加算 【運賃】
標準運送約款において、運送と運送以外の業務を別の章に分離し、荷主から対価を収受する旨を明記 【約款】
「有料道路利用料」を個別に明記するとともに、「運送申込書／引受書」の雛形にも明記 【運賃】【約款】

1,760円/30分（4tクラス中型車）

2,180円/30分（4tクラス中型車）機械荷役の場合
2,100円/30分（4tクラス中型車）手荷役の場合

「標準的運賃」 等の見直し①（R6.3.22国交大臣告示）

＜「下請け手数料」（利用運送手数料）の設定等＞
「下請け手数料」（運賃の10％を別に収受）を設定 【運賃】
元請運送事業者は、実運送事業者の商号・名称等を荷主に通知することを明記 【約款】

＜契約条件の明確化＞
荷主、運送事業者は、それぞれ運賃・料金等を記載した電子書面（運送申込書／引受書）を交付することを明記
【約款】

１．荷主等への適正な転嫁

積込料・取卸料

待機時間料

２．多重下請構造の是正等
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＜「個建運賃」の設定等＞
共同輸配送等を念頭に、「個建運賃」を設定 【運賃】

リードタイムが短い運送の際の「速達割増」（逆にリードタイムを長く設定した場合の割引）や、有料道路を利用しない
ことによるドライバーの 運転の長時間化を考慮した割増を設定 【運賃】

＜その他＞
現行の冷蔵・冷凍車に加え、海上コンテナ輸送車、ダンプ車等５車種の特殊車両割増を追加 【運賃】
中止手数料の請求開始可能時期、金額を見直し 【約款】
運賃・料金等の店頭掲示事項について、インターネットによる公表を可能とする 【約款】

「標準的運賃」 等の見直し②（R6.3.22国交大臣告示）

荷主A＋荷主B

荷主A

荷主B

１個＝１両＝

１両＝

３．多様な運賃・料金設定等

5

荷主A 荷主B

国土交通省：「標準的な運賃」について



標準的運賃のパンフレット
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標準的運賃のパンフレット
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「標準貨物自動車運送約款」の見直し（R6.3.22 一部改正）①

【標準約款の主な改正事項】※R6.3.22 国自貨第842号より

１．荷待ち・荷役作業等の運送以外のサービスの内容の明確化等

改正前は、適正な運賃・料金の収受を目的として、待機時間、附帯業務等が規定されていた一方、「積込み」「取卸し」 等の業務は、
「第２章 運送業務等」において規定されていた。このため、「積込み」 「取卸し」等の運送以外の業務については、「第２章 運送業務
等」から分離し、第３ 章を「積込み又は取卸し等」に改め規定することとした。 また、これらの運送以外の業務が契約にないものであっ
た場合、当該業務の対価を負担する主体についても不明確であったことから、トラック運送事業者が運送以外の 業務を引き受けた場合、
契約にないものを含め、対価を収受する旨を規定した。

２．運賃・料金、附帯業務等を記載した書面の交付

改正前の「標準運送約款」「軽運送約款」では、荷送人による運送の申込みやトラ ック運送事業者による運送の引受けについては、明
確な規定がなかった。このため、運送を申込む荷送人、運送を引受けるトラック運送事業者は、それぞれ運賃・料金、附帯業務等を記載し
た書面（電磁的方法を含む。）である運送申込書、運送引受書を相互に交付する旨を規定した。 運送申込書、運送引受書について様式を
例示。

３．利用運送を行う場合における実運送事業者の商号・名称等の荷送人への通知等

改正前の「標準運送約款」「軽運送約款」では、利用運送を行う場合がある旨は規定されていたが、利用運送が行われた場合でも荷送人
が実運送事業者を把握することは困難であった。このため、利用運送を行う元請運送事業者は、当該運送の全部又は一部について運送を行
う実運送事業者の商号・名称等を荷送人に通知する旨を規定した。 また、利用運送に係る費用は「利用運送手数料」として収受する旨を
規定した。

一般貨物自動車運送事業者は、貨物自動車運送事業法第10条第3項に基づいて運送約款を定め、国土交通大臣の認可
を受けなければならないが、国土交通大臣が定める「標準貨物自動車運送約款」と同一の内容を、自社の運送約款とし
て定める場合は、国土交通大臣の認可を受けたものとみなされる。

このたび、物流の持続的な成長を確保するため、健全な事業運営のために必要な運賃を収受できる環境整備等を図る
観点から、令和6年3月22日に標準貨物自動車運送約款等の一部改正（告示）を行い、令和6年6月1日から施行となった。
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標準貨物自動車運送約款の見直し（R6.3.22 一部改正）②

５．運賃・料金等の店頭掲示事項のオンライン化

改正前の「標準運送約款」等では、「受付日時」「個人を対象とした運賃・料金等」 「保険料率等」については、店頭に掲示することと
されていたが、これらの事項を既に自社のウェブサイト等に掲載しているトラック運送事業者も多く存在する。 また、特定の場所において
書面で掲示されていた事項について、インターネットによる閲覧等を可能とし、利用者利便の向上を図る観点から、デジタル社会の形成を
図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律 （令和５年法律第 63 号）により貨物自動車運送事
業法が改正され、令和６年４月１日 より、常時使用する従業員の数が 20 人を超えるトラック運送事業者については、原則として、運賃・
料金等を店頭での掲示に加え、自社のウェブサイトにも掲載しなければならないこととされている。 こうした状況を踏まえ、
運賃・料金等の店頭掲示事項について、ウェブサイトに掲載する場合がある旨を規定した。

４．中止手数料の金額等の見直し

改正前の「標準運送約款」「軽運送約款」では、荷送人が、貨物の積込みの行われるべきであった日の前日までに運送の中止をしたとき
は、中止手数料を請求しないこととされていたが、実勢に応じて、当該中止手数料の金額等を見直すこととした。 具体的には、
・運送引受書に記載した集貨予定日の前々日に運送の中止をしたときは、当該運送 引受書に記載した運賃・料金等の 20 パーセント以内
・運送引受書に記載した集貨予定日の前日に運送の中止をしたときは、当該運送引 受書に記載した運賃・料金等の 30 パーセント以内
・運送引受書に記載した集貨予定日の当日に運送の中止をしたときは、当該運送引 受書に記載した運賃・料金等の 50 パーセント以内
をそれぞれ収受できることとした。

見直し前 見直し後

前々日 請求しない 20％以内

前 日 請求しない 30％以内

当 日 500円～3500円 50％以内

【中止手数料について】
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改正物流法の概要（R6.5.15公布）

○①荷主（発荷主、着荷主）、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、 物流効率化のために
取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。

○上記①②の取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

○上記①②のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長期計画の
実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

○特定事業者のうち荷主には、物流統括管理者の選任を義務付け。
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○運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等について
記載した書面による交付等を義務付け。

○元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。
○下請事業者への発注適正化について努力義務を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関する
管理規程の作成、管理者の選任を義務付け。

貨物自動車運送事業法（トラック事業者の取引に対する規制）

すべての事業者

一定規模の以上の事業者

流通業務総合効率化法（荷主・物流事業者に対する規制）

貨物自動車運送事業法（軽トラック事業者に対する規制）
〇軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国交大臣への事故報告を義務付け。
〇国交省HPにおける公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。



【荷主等が取り組むべき措置の例】

１．荷主・物流事業者に対する規制 【流通業務総合効率化法】

○①荷主*（発荷主、着荷主）、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、物流効率化の
ために取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。
＊ 元請トラック事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フランチャイズチェーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す。

○上記①②取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

○上記①②の事業者のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、
中長期計画の実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

○特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。
※法律の名称を「物資の流通の効率化に関する法律」に変更。
※鉄道建設・運輸機構の業務に、大臣認定事業の実施に必要な資金の出資を追加。〈予算〉

バラ積み・バラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレットの利用による
荷役時間の短縮

【荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳】

（トラック輸送状況の実態調査(R2)より）

荷待ち・荷役
3時間超

荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役時間の削減や積載率の向上等を図る。
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取り組むべき措置 判断基準（取組の例）

荷待ち時間の短縮 適切な貨物の受取・引渡日時の指示、
予約システムの導入 等

荷役時間の短縮
パレット等の利用、標準化、
入出庫の効率化に資する資機材の配置、
荷積み・荷卸し施設の改善 等

積載率の向上 余裕を持ったリードタイムの設定、
運送先の集約 等

【荷主・物流事業者の「取り組むべき措置」「判断基準」】

パレット導入

すべての事業者

一定規模以上の事業者



【多重下請構造のイメージ】

２．トラック事業者の取引に対する規制 【貨物自動車運送事業法】

【他のトラック事業者を利用して運送することがあるか】 【他のトラック事業者に委託する際の下請金額は、
請け負った金額の概ね何％か】

（令和４年度末に国土交通省が実施した貨物自動車運送事業者を対象としたアンケート調査より）

はい
74%

いいえ
26%

100%～
4%

95～99％
28%

90～94％
42%

90％未満
26%

※調査対象としている下請行為は元請けから1次下請け、1次下請けから2次下請け等のケースを含む。

物流業界の多重下請構造を是正し、実運送事業者の適正運賃収受を図る。
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真荷主 元請事業者

１次下請け

２次下請け…

n次下請け
（実運送事業者）

〇運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等
について記載した書面交付等を義務付け＊ 。

〇元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。
〇下請事業者への発注適正化について努力義務＊ を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関する
管理規程の作成、管理者の選任を義務付け。

＊ 下請関係に入る利用運送事業者にも適用。



実運送体制管理簿の作成

荷主

元請

１次請
※利用運送事業者を含む

実運送

書面交付
（メール・FAX・データ連携も可）

元請情報等の通知
〔元請の連絡先、下請次数、荷主の名称等〕

実運送事業者情報の通知
〔実運送事業者の名称、下請次数、

貨物の内容、運送する区間等〕

実運送体制
管理簿

………………
………………

実運送体制管理簿の作成
（様式自由（既存の配車表等への追記でも可））

〔実運送事業者の名称、下請次数、
貨物の内容、運送する区間等〕

事業者が、運送責任を負わない、いわゆる「水屋」や「マッチングサイト」等を使って下請に出す
行為を行う場合も、当該事業者は、適正化に係る努力義務を負う
⇒ 監査やトラックGメンによるチェック

元請情報等の通知
〔元請の連絡先、下請次数、荷主の名称等〕

恒常的に下請行為を行う事業者に対しては、
管理規程の作成、責任者の選任を義務付け

書面交付
（メール・FAX・データ連携も可）

書面交付
（メール・FAX・データ連携も可）
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9.1

13.413.9

9.5
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8
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14

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

軽トラック 軽トラック以外

軽トラック事業者に対する規制 【貨物自動車運送事業法】

○軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国交大臣への
事故報告を義務付け。

○国交省による公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。

199
403

1318

959

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

軽トラック 軽トラック以外

【総数】 【保有台数1万台当たりの件数】

（（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」、（一財）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数」より）

【事業用トラックの死亡・重傷事故件数の推移】

軽トラック運送業において、死亡・重傷事故件数は最近6年で倍増（保有台数当たりの件数も５割増）。
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令和６年４月25日 参議院国土交通委員会
流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）
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三 二の実効性を担保するため、国土交通省のトラックＧメン、厚生労働省、中小企業庁及び公正取引委員会等、
関係行政機関に加え、労働者団体を含む関係団体との更なる連携強化を図るとともに、悪質な荷主等への監視を
強化すること。また、市場運賃を度外視した安価な運賃で事業者を募ることや、安価な運賃で事業を請け負うことに
対する監視を強め、その状況を踏まえ、「荷主至上主義」の実態から脱却するため、適切な規制措置を導入すること。
さらに、当該関係行政機関等において情報収集と共有を図り、関係する荷主等に対し、違反行為を是正し再発を防
止するため、貨物自動車運送事業法を始め、独占禁止法、下請代金法など関係法令に基づく勧告・公表等を積極
的に行うこと。

四 国土交通省におけるトラックＧメンの機能を強化し、荷主や元請事業者等への是正指導を徹底すること。これに向
け、全国及び地方貨物自動車運送適正化事業実施機関を活用し、貨物自動車運送事業者からの情報収集や、
荷主・元請事業者等の違反原因行為に係る調査等を補完する体制について、調査員証の発行などにより、強化、
明確化を図ること。また、トラック運送事業の近代化や、物流のサプライチェーン全体の取引の適正化に向け、トラック
Ｇメンを物流産業全体の健全化に向けた組織とすることや、全国及び地方貨物自動車運送適正化事業実施機関
の業務の拡大や体制の抜本強化について検討を進めるとともに、官民一体での取組を一層推進すること。

七 運送契約の書面及び実運送体制管理簿については、可視化のためのＤＸの推進やデータ等の規格統一を目指す
こと。また、当該管理簿により可視化された多重下請構造の実態を分析し、その是正に向けて諸外国の規制事例等を
参考にしつつ、必要な措置の検討を継続すること。また、検討の結果、更なる措置が必要と判断された場合には、下請
次数を二次までとする規制を含め必要な措置を検討すること。加えて、新たに標準的な運賃の項目として設定された
下請手数料（利用運送手数料）の確実な収受に向け、制度を周知し、浸透を図るとともに、トラックＧメン等による
監視を徹底し、併せて運賃収受等に係る実態調査を行うこと。



1.8件/月

今般「働きかけ」「要請」「勧告」の対象となった荷主等についてはフォローアップを継続し、改善が図られない場合は
更なる法的措置の実施も含め厳正に対処。

トラックＧメンによる荷主等への是正指導の取組結果
「物流革新に向けた政策パッケージ」（令和5年6月）に基づき、全国162名体制の 「トラックＧメン」 を設置（令和5年7月）。
関係省庁と連携して、悪質な荷主・元請事業者に対し、貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」や「要請」を実施。

令和５年11月・12月を「集中監視月間」と位置づけて取組を強化し、初めての「勧告」（2件）を実施（令和6年1月26日）したほか、
「働きかけ」（47件）、「要請」（164件）による是正指導を徹底。

引き続きトラック事業者へのプッシュ型情報収集を実施するとともに、要請を行った荷主等への改善状況の確認のパトロール等を実施。

トラックGメンの活動実績

＜月当たりの「働きかけ」「要請」「勧告」平均実施件数＞

57件/月

106.5件/月

うち要請82件/月、
勧告 1件/月

R1.7～R5.7.20 R5.7.21～R5.10 R5.11～R5.12
【集中監視月間】

主な違反原因行為

勧告 ：
要請 ：
働きかけ：

長時間の荷待ち（53％）
契約にない附帯業務（16％）
運賃・料金の不当な据置き（13％）
無理な運送依頼（8％）
過積載運送の指示・容認（6％）
異常気象時の運送依頼（4％）

2件（荷主1、元請1件）

174件（荷主88、元請81、その他5）

635件（荷主423、元請193、その他19）
⇒ 計811件の法的措置を実施

トラックGメン設置
（R5.7.21）

R6.1～R6.6

56件/月

働きかけ等の累計実施件数

16



トラックＧメンの活動（令和６年６月末時点）

〈ブロック別働きかけ・要請・勧告実施件数〉

沖縄総合事務局

要請：0
働きかけ：4

北海道運輸局
要請：4

働きかけ：14

東北運輸局
要請： 4

働きかけ：25

関東運輸局

勧告： 2
要請： 92

働きかけ：307
中部運輸局

要請：16
働きかけ：73近畿運輸局

要請：32
働きかけ：72

北陸信越運輸局

要請： 5
働きかけ：42

中国運輸局

要請： 6
働きかけ：28

四国運輸局
要請： 8

働きかけ：31

九州運輸局
要請： 7

働きかけ：39

トラックドライバーへのヒアリ
ング（中部・中国・九州）

トラック事業者に対する
電話調査や訪問調査（全国）

トラック事業者・荷主に対する説明会、
トラックGメンのチラシ配布（全国）

オンライン説明会の模様

荷主へのパトロール
(荷待ち状況の現地確認等)（全国）

トラックターミナル

高速SA、PA

17



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【参考】



特定技能制度における自動車運送業分野の制度概要

19

トラック バス タクシー

・受入れ見込数 ２．４５万人（総計）

・主な業務内容
①運行業務
②荷役業務

①運行業務
②接遇業務

・技能水準

①第一種運転免許（※１）

②特定技能評価試験（トラック）（※２）

①第二種運転免許（※１）

②特定技能評価試験

（バス）（※２）

①第二種運転免許（※１）

②特定技能評価試験

（タクシー）（※２）

※１ 日本国内で運転免許を取得するための手続等に要する期間については、在留資格「特定活動」（バス運転手及びタクシー
運転手については1年・更新不可、トラック運転手については6ヶ月・更新不可）で在留を認める。

※２ 特定技能評価試験は各業界団体及び実施者である（一財）日本海事協会において準備。

・日本語能力
・日本語能力試験N４
又は
・日本語基礎テスト 合格

日本語能力試験N３ 日本語能力試験N３

・受入れ事業者の要件

・「働きやすい職場認証制度」

又は

・「Gマーク制度」の認証取得 等

・「働きやすい職場認証制
度」の認証取得 等

・「働きやすい職場認証制
度」の認証取得 等

○ 担い手不足への対応が喫緊の課題となっている自動車運送業分野（バス、タクシー及びトラック運転手）に
ついて、特定技能制度※の対象分野への追加を閣議決定（令和６年３月29日）。
※深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況に

ある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れる制度。

○ 特定技能外国人の受入れに向けて、特定技能評価試験の実施に係る準備等を関係団体等と連携して進める。



トラック運転手としての乗務開始までのプロセス
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採用
・

入国

乗
務
開
始

特定技能
評価試験

・
日本語
試験

合格

日本語研修等

外免切替

運転免許を要しない
付随業務に従事可能

特
定
技
能
1
号
の
在
留
資
格
取
得

「特定活動」としての在留
（最大６か月）

初任ドライバー
研修

※日本人ドライバー
と同様

「特定技能1号」としての在留
（最大5年）



令和６年３月

外国人本人 受入れ機関

外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定

閣議決定（R6.3.29）
→ 自動車運送業分野追加

新規分野における特定技能の試験開始

・ 省令・告示の公布、施行

・ 試験の作成・準備

・ 試験概要等の公表、周知

関係省庁

受験準備

試験受験

↓

合格

受入れに向けた諸準備
（企画・立案、面接、雇用契約等）

採用・入国

令和６年４月以降

受入れ開始までのスケジュール
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物流革新に向けた政策パッケージ関係予算（物流・自動車局）

【物流DX等による生産性向上・担い手の多様化の推進】

パレット

R5年6月の「物流革新に向けた政策パッケージ」及び10月の「物流革新緊急パッケージ」
に基づく抜本的・総合的な対策を図る。

①物流の効率化
（R５補正：一般会計112億円+財政投融資200億円、R6当初：一般会計1.3億円+財政投融資122億円+自動車安全特別会計9億円）

②荷主・消費者の行動変容
（R５補正：一般会計45億円）

③商慣行の見直し
（R５補正:一般会計2億円、R6当初：一般会計0.３億円）

31ft

40ft

【物流拠点の機能強化】【モーダルシフトの推進】

【物流GXの推進】

無人フォークリフト自動倉庫

【物流標準化の促進】

【宅配の再配達率を半減する緊急的な取組】 【トラックＧメンによる荷主・元請事業者の監視体制の強化】

（大型トラックと
互換性のある規格）

（海上コンテナの規格）テールゲートリフター

トラックGメンによる「働きかけ」の件数（累計）

単位：件

非常用電源設備

R5補正＋R6当初
一般会計 160億円
財政投融資 322億円
自動車安全特別会計 9億円

自動点呼機器

クラウドサーバー

記録
無線通信

（LTE等）

通信機能付デジタル式運行記録計・ドライブレコーダー 一体型

78 80 82 84 85

251

R5.3末 R5.4末 R5.5末 R5.6末 R5.7.20まで R5.10末

※政府全体としてのパッケージ関係予算の総額（R5補正＋R6当初）
一般会計404億円、エネルギー対策特別会計506億円、自動車安全特別会計9億円、労働保険特別会計1億円、財政投融資322億円 他
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①新法制等の改正事項の周知

②着荷主・元請への周知・啓発

③持続可能な物流の実現に向けた環境改善

令和６年度の活動（案）について

◎持続可能な物流の実現に向けた環境改善の取組

昨年度、セミナー等を活用した周知・啓
発を実施。着荷主が課題との声もあり、
荷主企業への周知・浸透に課題

時間外労働の上限規制が適用され、輸送
手段（特にトラック運転者の人員）の確
保が喫緊の課題

持続可能な物流の実現に向けた原資確保
のため、適正運賃収受、価格転嫁に向け
た環境整備を図る

取組みの方向性

協議会メンバーと連携した施策の周知・発信
・チラシの掲示、広報誌、ＳＮＳ、メルマガ等による周知

荷主及び一般消費者をターゲットとした広報活動
・web広告、新聞広告、ラジオCM等

関係省庁・関係団体と連携したセミナー・説明会の実施
・5月27日に愛知県トラック協会と連携し運送事業者向けに、
標準的な運賃・約款の改正等について説明会を実施

・9月30日に荷主向けに関係団体と連携した「物流改善事例
紹介セミナー」を実施

・10月下旬に荷主向けに関係省庁、関係団体と連携した
「持続可能な物流セミナー２０２４（仮称）」を実施

トラックＧメンの取組強化
・プッシュ型情報収集の実施（各種会合における出張相談、
トラックステーション等でのトラック運転者に対するヒアリ
ング）

・経産局、労働局等との連携（各機関が実施する説明会等での
トラックGメンの取組周知、荷主への合同ヒアリング）

人材確保の取組推進
・ハローワークと連携し、業界別セミナーを隔月で実施
・就職面談会の開催（主催：愛知県トラック協会、
共催：愛知労働局、愛知運輸支局、（一財）日本海事協会）

現状・課題 具体的な取組み

資料３
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